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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第37期

中間会計期間
第38期

中間会計期間
第37期

会計期間

自2024年
　５月１日
至2024年
　10月31日

自2025年
　５月１日
至2025年
　10月31日

自2024年
　５月１日
至2025年
　４月30日

売上高 （千円） 566,279 542,665 2,169,091

経常損失（△） （千円） △488,638 △353,994 △261,493

中間（当期）純損失（△） （千円） △491,645 △268,572 △653,358

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） - - -

資本金 （千円） 100,000 100,000 100,000

発行済株式総数 （株） 1,143,900 1,143,900 1,143,900

純資産額 （千円） 967,324 524,057 825,167

総資産額 （千円） 2,388,905 2,045,773 2,085,588

１株当たり中間（当期）純損失

（△）
（円） △434.29 △237.24 △577.14

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） - - -

１株当たり配当額 （円） - - -

自己資本比率 （％） 40.3 25.6 39.4

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △570,695 △656,887 △136,417

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △47,558 241,920 △56,257

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 247,427 557,275 △144,906

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 186,598 362,150 219,842

 
　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

３．第37期中間会計期間及び第38期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当た

り中間純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第37期の潜在株式調整後１株

当たり当期純利益については、1株当たり当期純損失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
 
　継続企業の前提に関する重要事象等

　当社は前事業年度において2期連続で営業損失、経常損失及び当期純損失を計上、また3期連続で営業活動に

よるキャッシュ・フローがマイナスとなり、現金及び預金の残高から借入金残高を控除した前期末の手元資金

は173,418千円で、前々期末と比較して241,126千円減少しました。当中間会計期間においても営業損失435,443

千円、経常損失353,994千円、中間純損失268,572千円を計上し、営業活動によるキャッシュ・フローは656,887

千円のマイナスとなりました。

　当社売上高のおよそ80％を占める学校アルバム部門は、卒業シーズン前の2月、3月に売上が集中します。こ

の売上債権の回収は3月～4月に集中するため、12月～1月に先行して発生する仕入債務の支払や諸費用の支払を

手元資金及び銀行借入によって賄っておりますが、継続的な手元資金の減少により当中間会計期間末日後1年内

の資金繰りに懸念があり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　当社では、当該状況を解消すべく次の施策を行うこととしております。

①　学校アルバム販売価格の適正化による収益の改善

②　営業費用の削減

③　自律的な資金調達の実施

　当該状況を解消するための対応策の詳細は、「第４　経理の状況　注記事項　の（継続企業の前提に関する

事項）」をご参照ください。
 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）財政状態及び経営成績の状況

　当中間会計期間（2025年5月1日～10月31日）の経済情勢は、2025年4～6月期の国内総生産（GDP)が個人消費や設

備投資の回復などにより年率2.2％増と5四半期連続のプラス成長となりましたが、米国関税政策の影響などにより

7～9月期は年率2.3％減と6四半期ぶりのマイナス成長に転じました。依然として景気は緩やかに上向く傾向にはあ

るものの、今後については物価高や日中関係緊張等の影響も懸念され、必ずしも先行きを楽観できない状況にあり

ます。また、印刷業界におきましては、情報媒体のデジタル化や地球環境保護に対する意識の高まりがペーパーメ

ディアの需要減少をもたらし、競争激化や価格低迷なども加わって、依然として厳しい経営環境となっておりま

す。

　このような状況の下、当中間会計期間における経営成績は次のとおりとなりました。

　当社の売上高は、学校アルバム部門と一般商業印刷部門とで構成されています。学校アルバム部門は、中間会計

期間においては主に卒業式後納品のアルバム売上となりますが、当中間会計期間の売上は期首時点の受注残高の減

少等により、前年中間会計期間比6.3％減の331百万円となりました。一般商業印刷部門の売上高は、第1四半期の

出荷数量減を第2四半期でカバーした結果、前中間会計期間比0.5％減の210百万円とほぼ前年同期並みの売上高と

なり、両部門を合計した全売上高は、前中間会計期間比4.2％減の542百万円となりました。

　損益面につきましては、採用抑制による労務費減少や前期に固定資産の減損損失を計上した結果として減価償却

費が減少するなど、製造原価の低減により売上原価が前中間会計期間比93百万円減少したほか、保険解約や投資有

価証券の売却、役員退職慰労引当金戻入など営業外の取引で利益を計上したことなどにより、各損益は営業損失

435百万円（前中間会計期間比62百万円損失減）、経常損失353百万円（前中間会計期間比134百万円損失減）、中

間純損失268百万円（前中間会計期間比223百万円損失減）と、前中間会計期間と比べて改善いたしました。
 
（季節変動について）

　当社の年間売上高のおよそ80％を占める学校アルバム部門は卒業時期の２月、３月に売上が集中いたしますの

で、この中間会計期間の売上高は年間売上高の２分の１前後にはなりませんし、損益につきましても固定費等の発

生が先行いたしますので、中間会計期間においては、現在のところ損失となることが避けられず、上記のような損

益状況となります。
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（2）キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、次に記載するキャッシュ・フロー

により前事業年度末の残高より142百万円増加し、362百万円となりました。

　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　当中間会計期間において営業活動の結果支出した資金は、656百万円（前中間会計期間比15.1％増）となり

　　　ました。これは、主に税引前中間純損失、仕入債務の減少によるものであります。

　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　当中間会計期間において投資活動の結果取得した資金は、241百万円（前中間会計期間は47百万円の支出）

　　　となりました。これは、主に投資有価証券の売却、保険積立金の解約によるものであります。

　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　当中間会計期間において財務活動の結果取得した資金は、557百万円(前中間会計期間比125.2％増)となりま

　　　した。これは、主に短期借入金の純増、社債の発行によるものであります。
 
（３）財政状態の分析

（総資産）

　総資産は、前事業年度末に比べ39百万円減少し、2,045百万円となりました。
 
（流動資産）

　流動資産は、前事業年度末に比べ83百万円増加し、689百万円となりました。

　これは主として受取手形及び売掛金が89百万円減少した一方、現金及び預金が142百万円、仕掛品が19百万円そ

れぞれ増加したことなどによるものであります。
 
（固定資産）

　固定資産は、前事業年度末に比べ123百万円減少し、1,356百万円となりました。

　これは主として、投資その他の資産の「その他」に含まれる投資有価証券が70百万円、保険積立金が41百万円減

少したことなどによるものであります。
 
（流動負債）

　流動負債は、前事業年度末に比べ134百万円増加し、852百万円となりました。

　これは主として、支払手形及び買掛金が137百万円、「その他」に含まれる未払金が24百万円、未払消費税等が

75百万円、役員退職慰労引当金が104百万円それぞれ減少した一方、短期借入金が400百万円、「その他」に含まれ

る前受金が21百万円、預り保証金が61百万円それぞれ増加したことなどによるものであります。
 
（固定負債）

　固定負債は、前事業年度末に比べ126百万円増加し、669百万円となりました。

　これは主として、リース債務が22百万円、長期預り保証金が64百万円それぞれ減少した一方、社債が200百万円

増加したことなどによるものであります。
 
（純資産）

　純資産は、前事業年度末に比べ、301百万円減少し、524百万円となりました。

　これは主として、中間純損失の計上により利益剰余金が268百万円減少したことや、その他有価証券評価差額金

が28百万円、新株予約権が4百万円それぞれ減少したことによるものであります。
 
（4）経営方針・経営戦略等

　　当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。
 
（5）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　　また、前事業年度に掲げた課題については、当中間会計期間も引き続き取り組んでおります。
 
（6）研究開発活動

　　当中間会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
 

３【重要な契約等】

　当社は、2025年10月10日付でBrand New Retail Initiative Fund投資事業有限責任組合との間で社債総額引受契約

を締結し、同日付で社債を発行し、払込が完了いたしました。当該社債の内容は下記の通りです。

　　名称　　　　　株式会社マツモト　第1回無担保社債

　　社債の総額　　200,000,000円

　　社債の種類　　無担保少人数私募債

　　社債の利率　　年2.625％（毎年10月10日に直前1年間の経過分を支払う。）

　　発行価額　　　額面100円につき金100円

　　償還価額　　　額面100円につき金100円

　　償還期日　　　2028年10月10日

　財務制限条項の主な内容は、「第４　経理の状況　注記事項　追加情報　財務制限条項」に記載しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,866,700

計 3,866,700

 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数
（株）
（2025年10月31日）

提出日現在発行数（株）
（2025年12月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 1,143,900 1,143,900
東京証券取引所

スタンダード市場
単元株式数100株

計 1,143,900 1,143,900 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

なお、2025年9月10日付で、第1回新株予約権、第2回新株予約権及び第3回新株予約権の取得および消却を行っ

ております。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2025年５月１日～

　　2025年10月31日
－ 1,143,900 － 100,000 － 100,000
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（５）【大株主の状況】

  2025年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

Brand New Retail Initiative Fund 東京都港区赤坂五丁目4番9号 137,400 12.14

松本　大輝 東京都世田谷区 90,300 7.98

松本　敬三郎 北九州市小倉北区 86,300 7.62

岩藤　知義 岡山市東区 60,800 5.37

株式会社大分銀行 大分県大分市府内町三丁目4番1号 43,200 3.82

森原　智明 北九州市戸畑区 32,800 2.90

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神二丁目13番1号 28,500 2.52

長田　清 兵庫県西宮市 27,100 2.39

豊田　秋雄 大阪府吹田市 20,100 1.78

中尾　祐子 東京都世田谷区 15,900 1.40

計 － 542,400 47.91

 

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 11,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,129,800 11,298 －

単元未満株式 普通株式 2,300 － －

発行済株式総数  1,143,900 － －

総株主の議決権  － 11,298 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株（議決権の数３

個）含まれております。
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②【自己株式等】

    2025年10月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社マツモト
北九州市門司区

社ノ木一丁目2番1号
11,800 - 11,800 1.03

計 － 11,800 - 11,800 1.03

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について
　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（2025年５月１日から2025年10月31日

まで）に係る中間財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表】

（１）【中間貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2025年４月30日)
当中間会計期間
(2025年10月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 219,842 362,150

受取手形及び売掛金 262,996 173,969

電子記録債権 - 2,962

商品及び製品 4,068 5,465

仕掛品 45,845 65,827

原材料及び貯蔵品 63,513 64,976

その他 9,769 15,366

貸倒引当金 △300 △1,060

流動資産合計 605,736 689,657

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 268,977 260,711

機械及び装置（純額） 0 0

土地 758,976 758,976

リース資産（純額） 135,786 130,143

その他（純額） 3,878 6,348

有形固定資産合計 1,167,618 1,156,179

投資その他の資産   

その他 314,533 202,235

貸倒引当金 △2,300 △2,300

投資その他の資産合計 312,233 199,935

固定資産合計 1,479,852 1,356,115

資産合計 2,085,588 2,045,773

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 264,990 127,617

短期借入金 - ※ 400,000

１年内返済予定の長期借入金 7,152 6,556

リース債務 44,393 45,441

未払法人税等 6,516 3,481

賞与引当金 55,500 52,000

その他 339,494 217,483

流動負債合計 718,047 852,579

固定負債   

社債 - 200,000

長期借入金 39,272 36,292

リース債務 257,507 234,521

長期預り敷金 30,180 30,210

長期預り保証金 64,000 -

退職給付引当金 99,843 98,212

役員退職慰労引当金 27,695 45,640

資産除去債務 19,954 19,954

繰延税金負債 3,921 4,306

固定負債合計 542,373 669,136

負債合計 1,260,420 1,521,716
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2025年４月30日)
当中間会計期間
(2025年10月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 2,521,310 689,311

利益剰余金 △1,831,998 △268,572

自己株式 △18,075 △18,075

株主資本合計 771,235 502,663

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 49,722 21,393

評価・換算差額等合計 49,722 21,393

新株予約権 4,209 -

純資産合計 825,167 524,057

負債純資産合計 2,085,588 2,045,773
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（２）【中間損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

(自　2024年５月１日
　至　2024年10月31日)

当中間会計期間
(自　2025年５月１日
　至　2025年10月31日)

売上高 566,279 542,665

売上原価 810,177 717,886

売上総損失（△） △243,898 △175,220

販売費及び一般管理費 ※１ 253,820 ※１ 260,223

営業損失（△） △497,719 △435,443

営業外収益   

受取利息 0 7

受取配当金 1,884 2,674

不動産賃貸収入 15,510 15,637

為替差益 - 4,778

保険解約返戻金 5,744 87,160

その他 5,999 519

営業外収益合計 29,138 110,777

営業外費用   

支払利息 8,878 9,577

社債利息 - 287

不動産賃貸原価 8,734 8,701

為替差損 1,322 -

資金調達費用 - 10,000

その他 1,122 762

営業外費用合計 20,057 29,328

経常損失（△） △488,638 △353,994

特別利益   

固定資産売却益 13 -

投資有価証券売却益 - 62,597

役員退職慰労引当金戻入額 - 30,000

特別利益合計 13 92,597

特別損失   

投資有価証券売却損 - 4,140

特別損失合計 - 4,140

税引前中間純損失（△） △488,625 △265,537

法人税、住民税及び事業税 3,020 3,035

法人税等調整額 - -

法人税等合計 3,020 3,035

中間純損失（△） △491,645 △268,572
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（３）【中間キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

(自　2024年５月１日
　至　2024年10月31日)

当中間会計期間
(自　2025年５月１日
　至　2025年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純損失（△） △488,625 △265,537

減価償却費 50,435 14,785

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,550 △1,630

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,185 △86,836

賞与引当金の増減額（△は減少） △500 △3,500

貸倒引当金の増減額（△は減少） 510 760

受取利息及び受取配当金 △1,884 △2,682

支払利息 8,878 9,577

社債利息 - 287

為替差損益（△は益） 1,322 △4,778

保険解約返戻金 △5,744 △87,160

投資有価証券売却損益（△は益） - △58,456

固定資産売却損益（△は益） △13 -

売上債権の増減額（△は増加） 94,011 86,129

棚卸資産の増減額（△は増加） △21,934 △22,841

仕入債務の増減額（△は減少） △99,243 △134,138

未払消費税等の増減額（△は減少） △46,744 △83,062

その他 △47,389 △4,268

小計 △557,286 △643,354

利息及び配当金の受取額 1,884 2,682

利息の支払額 △9,223 △10,146

法人税等の支払額 △6,070 △6,070

営業活動によるキャッシュ・フロー △570,695 △656,887

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △45,081 △18,625

有形固定資産の売却による収入 13 25,800

投資有価証券の取得による支出 △2 △2

投資有価証券の売却による収入 - 101,158

保険積立金の積立による支出 △65,000 -

保険積立金の解約による収入 65,996 133,196

その他 △3,483 395

投資活動によるキャッシュ・フロー △47,558 241,920

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 300,000 400,000

社債の発行による収入 - 190,000

長期借入金の返済による支出 △28,560 △3,576

新株予約権の買入消却による支出 - △4,209

リース債務の返済による支出 △20,943 △21,938

長期預り保証金の償還による支出 △3,000 △3,000

配当金の支払額 △68 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー 247,427 557,275

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △370,826 142,308

現金及び現金同等物の期首残高 557,424 219,842

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 186,598 ※ 362,150
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　当社は前事業年度において2期連続で営業損失、経常損失及び当期純損失を計上、また3期連続で営業活動による

キャッシュ・フローがマイナスとなり、現金及び預金の残高から借入金残高を控除した前期末の手元資金は173,418

千円で、前々期末と比較して241,126千円減少しました。当中間会計期間においても営業損失435,443千円、経常損失

353,994千円、中間純損失268,572千円を計上し、営業活動によるキャッシュ・フローは656,887千円のマイナスとな

りました。

　当社売上高のおよそ80％を占める学校アルバム部門は、卒業シーズン前の2月、3月に売上が集中します。この売上

債権の回収は3月～4月に集中するため、12月～1月に先行して発生する仕入債務の支払や諸費用の支払を手元資金及

び銀行借入によって賄っておりますが、継続的な手元資金の減少により当中間会計期間末日後1年内の資金繰りに懸

念があり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。
 
　当社では、当該状況を解消すべく次の施策を行うこととしております。

①　学校アルバム販売価格の適正化による収益の改善

　主力の学校アルバムについては、昨今の諸物価の高騰により製造コストが上昇する一方、少子化による過当競争に

より販売価格が抑制され収益低迷の要因となっておりました。収益改善のため、顧客に対し製造コスト増加分の価格

転嫁交渉を行い、販売価格の適正化を図ってまいります。

②　営業費用の削減

　現状では、営業活動の季節偏重に則った経営資源の配分が固定費の高止まりとなり収益を圧迫しております。その

ため、社員の新規採用の抑制、取締役の減員等により当事業年度の人件費を前事業年度比約3％削減、業務委託費や

水道光熱費、修繕費等の見直しにより当事業年度の経費を前事業年度比約15％削減することを計画しております。な

お、新規の設備投資についても当面の間更新投資のみといたします。

③　自律的な資金調達の実施

　自律的な資金調達は営業活動により創出されるキャッシュ・フローを源泉としますが現状実現できておりません。

外部金融機関からの借入金以外に自律的な資金調達の実施が不可避であると認識し、自社で保有する資産（有価証券

及び遊休不動産等）の売却による資金化あるいは遊休不動産の賃貸等による収益物件化の早期実施に努めており、当

中間会計期間中においては投資有価証券の一部売却や社債の発行を行いました。
 
　しかしながら、これらの対応策は実施途上であり、関係当事者との最終的な合意が得られていないものもあるた

め、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在するものと認識しております。
 
　なお、中間財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を中間

財務諸表に反映しておりません。
 
（追加情報）

（固定資産譲渡）

　当社は、2025年10月29日、会社法第370条に基づく決議(取締役会の決議にかわる書面決議)により、当社が所

有する固定資産の譲渡を決議し、同日に不動産売買契約を締結いたしました。

１．譲渡の理由

　経営資源の有効活用および財務体質の強化を図るためであります。
 
２．譲渡資産の内容

資産の内容 所在地 敷地面積 現況

土地
高浜工場の一部の土地福岡県北九州市北区

高浜一丁目471番6外7筆

4,779.97㎡

(※)
未利用地

※ 敷地面積は、分筆後に確定測量するため概算となります。
 
３．譲渡の相手先との関係

　当社と相手先との間には、資本関係、人的関係、取引関係、関連当事者として特記すべき事項はありま

せん。
 
４．譲渡の日程

　取締役会決議日　　2025年10月29日(取締役会の決議にかわる書面決議)

　売買契約締結日　　2025年10月29日

　物件引渡日　　　　2026年1月30日まで
 
５．今後の見通し

　2026年４月期第３四半期会計期間において、本件譲渡に伴う固定資産売却益として約93百万円を特別利

益に計上予定です。
 

（財務制限条項）

　社債200,000千円について財務制限条項が付されており、当社に以下の事情が生じた場合に一括償還する可

能性があります。

・直近決算（四半期決算を含む）において自己資本比率が10％未満となった場合
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（中間貸借対照表関係）

※当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。この契約に基

づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2025年４月30日）
当中間会計期間
（2025年10月31日）

当座貸越極度額 500,000千円 500,000千円

借入実行残高 － 400,000

差引額 500,000 100,000

 

 

（中間損益計算書関係）

※1.販売費及び一般管理費の主なもの

 
　前中間会計期間
（自 2024年５月１日
　　至 2024年10月31日）

　当中間会計期間
（自 2025年５月１日
　　至 2025年10月31日）

給与手当 77,842千円 72,445千円

賞与引当金繰入額 10,400 9,500

退職給付費用 2,974 2,928

役員退職慰労引当金繰入額 3,185 23,033

貸倒引当金繰入額 8,310 3,360

 

　　　　　2.売上高に著しい季節的変動がある場合

　　　　　　　前中間会計期間（自　2024年５月１日　至　2024年10月31日）及び当中間会計期間

　　　　　　　（自　2025年５月１日　至　2025年10月31日）

　　　　　　　当社の売上高のおよそ80％（年間ベース）を占める学校アルバムは、卒業時期の２月及び３月

           （第４四半期）に売上が集中するため、売上高に季節変動があります。

 

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間会計期間

（自 2024年５月１日
至 2024年10月31日）

当中間会計期間
（自 2025年５月１日
至 2025年10月31日）

現金及び預金勘定 186,598千円 362,150千円

現金及び現金同等物 186,598 362,150

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間会計期間（自　2024年５月１日　至　2024年10月31日）

配当に関する事項

　　配当金支払額

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　2025年５月１日　至　2025年10月31日）

配当に関する事項

　　配当金支払額

　　該当事項はありません。

 

 

（持分法損益等）

　　該当事項はありません。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前中間会計期間（自　2024年５月1日　至　2024年10月31日）
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　当社は、印刷業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当中間会計期間（自　2025年５月1日　至　2025年10月31日）

　当社は、印刷業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（収益認識関係）

　　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　前中間会計期間（自　2024年５月１日　至　2024年10月31日）

 金額（千円）

学校アルバム

一般商業印刷

354,409

211,870

顧客との契約から生じる収益 566,279

その他の収益 -

外部顧客への売上高 566,279

 

　　当中間会計期間（自　2025年５月１日　至　2025年10月31日）

 金額（千円）

学校アルバム

一般商業印刷

331,909

210,756

顧客との契約から生じる収益 542,665

その他の収益 -

外部顧客への売上高 542,665

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　2024年５月１日
至　2024年10月31日）

当中間会計期間
（自　2025年５月１日
至　2025年10月31日）

１株当たり中間純損失（△） △434円29銭 △237円24銭

（算定上の基礎）   

中間純損失（△）（千円） △491,645 △268,572

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る中間純損失（△）（千円） △491,645 △268,572

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,132 1,132

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 
 

２【その他】

 　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

２０２５年１２月１２日

株式会社マツモト

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

福岡事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 福本　千人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 廣住　成洋

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社マツ

モトの２０２５年５月１日から２０２６年４月３０日までの第３８期事業年度の中間会計期間（２０２５年５月１日から

２０２５年１０月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、株式会社マツモトの２０２５年１０月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において

認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定

を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人

は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

継続企業の前提に関する重要な不確実性

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前事業年度において２期連続で営業損失、経常損失及び

当期純損失を計上、また３期連続で営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスとなり、当中間会計期間においても営

業損失、経常損失及び中間純損失を計上し、営業活動によるキャッシュ・フローもマイナスとなっている。継続的な手元

資金の減少により当中間会計期間末日後１年内の資金繰りに懸念がある状況となっていることから、継続企業の前提に重

要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる。なお、当該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されてい

る。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は中間財務諸表に反映され

ていない。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
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中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務諸

表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に

対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入

手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していない

と信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを

評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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